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Abstract 
 

This paper deals with the wave diffraction/radiation problems of multiple floating bodies in 
regular waves. For the analysis of hydrodynamic force of diffraction/radiation problems, 
3-dimensional eigenfunction expansion method1)2) is applied and numerical calculation code is 
developed. This paper describes detail of the 3-dimensional eigenfunction expansion method and 
the numerical results of various hydrodynamic forces and motions for the case of two adjacent 
floating bodies. These results will be the numerical examples of the commentary paper3) written by 
the same author. This paper also shows the irregular frequency phenomena appear in the case of 
3-dimensional eigenfunction expansion method and describes its elimination method.  

Finally, the property of radiation waves due to the impulse response of multiple floating bodies 
is discussed and experimental estimation method of motion response amplitude operator without 
wave generator is shown as an appendix .  
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付録－１ Radiation 問題の特解 

付録ー２ 特異点分布法による計算との比較 

付録－３ Irregular frequency とその除去法 

付録－４ 浮体の自由動揺応答とその発散波 

 

 

記  号  

 

WA ：浮体の水線面積 

ija ：付加質量(慣性モーメント)係数 

ijb ：減衰力係数 

ijc ：復原力係数 

d ：浮体の喫水 

D ：水深影響係数 

)(βjE ： β 方向の入射波によって浮体に働く 

j モードの波強制力 

)(βje ： )(βjE の無次元表示 

g ：重力の加速度  

GM ：横メタセンター高さ  

lGM ：縦メタセンター高さ  

h ：水深  

)(θjH ： ｊ モ ー ド 動 揺 に よ る Radiation 

potential の Kochin 関数  

)()1(
0 zH ：第 1 種 Hankel 関数  

0k ：有限水深波の進行波の波数  

mk ：有限水深波の局所波の波数  

)(0 zK ：第 1 種変形 Bessel 関数  

jl ：ｊモードの動揺の複素振幅 

Gl ：座標原点（静止水面）から重心までの高さ

ijm ：質量 (慣性モーメント )  

ijM ：付加質量 (慣性モーメント )  

ijN ：減衰力  

jv ：浮体浸水表面法線のｊモード成分 

jU ：j モード動揺の Radiation 問題の特解 

β ：入射波の進行方向  

aζ ：入射波の波高 (複素振幅 )  

ρ ：流体の密度 

ω ：周期的流体現象の円周波数 

0Φ ：浮体外部の流場の速度ポテンシャル  

iΦ ：i 番目の浮体下部の流場の速度ポテンシャル  

 
本論文における動揺モード番号は一般的に  
 1:surge  2 :sway   3:heave 

4:roll    5:pitch   6:yaw  とする。  
 

 
1．まえがき 

 
 本論文は複数の浮体が波浪中に存在する場合

の波力、流体力及び動揺応答の解析法を示すもの

である。波力、流体力の解析法には取扱いが簡便

な 3 次元領域分割法 1)2)を用いる。したがって、

浮体形状は側面が鉛直で底面が平面形状に限ら

れるが、計算データの入力が容易でかつ計算時間

（2）
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が短時間ですむ。本法は浮体動揺の概要を簡便に

計算するのに有用であろう。 
本論では第 2 章で複数浮体の場合の radiation

流体力、diffraction 流体力を３次元領域分割法を

用いて求める方法を詳述した。第 3 章では前述の

方法によって計算された波力、流体力の例を多数

示した。これらは、計算法の妥当性を示すととも

に、著者が以前に執筆した動揺流体力に関する解

説論文 3)の具体例としても見ることができる。そ

して第 4 章で、これらの流体力を用いて複数浮体

の規則波中動揺応答を解く運動方程式を導き、計

算例を示した。 
さらに付録－３として、3 次元領域分割法の 

場合の irregular frequency 現象を解説するとと

もにその除去法について述べた。また付録－４と

して、複数浮体の場合の自由動揺応答とその発散

波の性質・利用法に言及しておく。この付録－４

は流体力の計算法とは直接の関係はないが、複数

浮体の場合の流体力の関係から導かれるもので

あるので、ここに記述しておくことにした。 
当然のことながら、本論で述べる事柄はすべて

単一浮体の場合にも適用することができる。 
 

2. 領域分割法による波力、流体力の解析 

 

2.1 仮定と定義 

 ここで扱う動揺理論においては、以下の仮定を

おく。 
１）水深は有限で一定とする。 
２）流体は非粘性、非回転であるとして速度ポテ

ンシャルを導入する。また、入射波振幅、動揺

振幅ともに線型理論で扱える程度に小さいと

する。 
３）すべての現象は周期的であるとし、時間項を

tie ω−
とする。 

４）浮体の平面形状は任意であるが、側面は鉛直、

底面は平面であるとする。 
５）浮体の前進速度はないものとする。 
 
 3 次元流場の座標系と記号を図-1 のように定義

する。空間固定座標と同時に、各浮体にはそれぞ

れの浮体固定座標があるものとする。 

ｘ

ｙ

ｘ１

ｙ１

ｚ１

ｚ

ｘ２
ｙ２

ｚ２

β

ｎ

ｎ

ｚ＝－ｈ

ｚ＝－ｄ１

ｚ＝－ｄ２

 
図-1 3 次元流場の座標系と記号 

 浮体の波浪中動揺応答を解くには、浮体が静水

中で動揺することによって発生する流体力を求

めるいわゆる radiation 問題、及び浮体に入射波

が当たることによって発生する波力を求めるい

わゆる diffraction 問題をまず解く必要がある。

以下、複数浮体の場合に、これらの radiation 及

び diffraction 問題を３次元領域分割法によって

解く方法を述べることにする。 
 
2.2 Radiation 問題 

複数浮体の場合の radiation 問題は、どれか一

つの浮体が一つのモードの動揺をしている（他の

浮体は静止している）場合の流場を解き、その流

場によって各浮体に働く力を解く問題である。図

-2 に、1 番目の浮体が heave 運動をしている時の

例を示す。 

ｘ

ｙ
ｚ

ｚ＝－ｈ

ｚ＝－ｄ１

ｚ＝－ｄ２

Φ１ Φ２Φ０

 
図-2 Radiation 問題の一例 

 

一つの浮体が jl という振幅でｊモードの動揺

をしているとする。すなわち、ｊモードの変位を

ti
jel ω−

とする。（速度は
ti

jeli ωω −− である。） 

流場を浮体の外側の領域とそれぞれの浮体下

部の領域に分け、それぞれにおける速度ポテンシ

（3）
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ャルを 0Φ 及び ,....., 21 ΦΦ と表すことにする。そ

れぞれの領域における速度ポテンシャルの満足

すべき条件は以下の如くである。 
 
浮体外部 

[L] 00
2 =Φ∇  in fluid domain         (1) 

[F] 00
0

2

=
∂
Φ∂

−Φ
zg

ω
 at z=0          (2) 

[H] jv
n

=
∂
Φ∂ 0  on C at z=-d~0         (3) 

[B] 00 =
∂
Φ∂
z

 at z=-h                  (4) 

[R] Radiation condition                 (5) 
 
ここで、 [L]は流体の連続の条件を意味する

Laplace の条件、 [F]は自由表面を横切る流れが

なく、自由表面がひとつの流線であることを意味

する自由表面条件、 [H]は浮体表面の粒子が浮体

表面の法線速度と同じ速度を持つことを意味す

る浮体表面条件、 [B]は水底を横切る流れがない

ことを意味する水底条件、 [R]は浮体による攪乱

波はすべて外方に向かって伝播しなければなら

ないという条件、をそれぞれ表している。 jv は

ｊモード動揺の浮体表面における法線方向速度

成分を表す。動揺していない浮体との境界ではも

ちろん 0=jv である。 

 
浮体下部（i 番目の浮体） 

[L] 02 =Φ∇ i  in fluid domain          (6) 

[H] j
i v

n
=

∂
Φ∂

 at bottom z=-d           (7) 

[B] 0=
∂
Φ∂
z

i
 at z=-h                   (8) 

 
 これらの条件を満足する速度ポテンシャルを

以下のように仮定する。 

hk
hzkyxf

0

0
00 cosh

)(cosh),( +
=Φ  

  ∑
=

+
+

1 cos
)(cos),(

m m

m
m hk

hzkyxf          (9) 

∑
= −

+
+=Φ

1
0

)(cos),(),(
m i

i
mi dh

dzmyxyx πϕϕ  

     ),,( zyxUi jω−                    (10) 

           

ここで id は i 番目の浮体の喫水、 mkk ,0 は次式の

実根で、 0k は進行波の波数、 mk は局所波の波数

である。 

hkhkhkhkh
g mm tantanh 00

2

−==
ω

     (11)  

また、 ),,( zyxU j は次の条件を満足する実関数

とする。 

[L] 02 =∇ jU  in fluid domain         (12) 

[H] j
j v

z
U

=
∂
∂

  at z=-d                (13) 

[B] 0=
∂
∂

z
U j

  at z=-h                (14) 

 

以上により、 0Φ は自由表面条件[F]及び水底での

条件[B]を、 iΦ は水底での条件[B]を満足するこ

とが確認される。 

iΦΦ ,0 を(9)(10)式のように、ｚ方向には自由

表面条件や水底条件を満足する関数で表し、その

係数関数 ),(),,(),,(),,( 00 yxyxyxfyxf mm ϕϕ

を他の条件を満足するように決定するので、領域

分割法は固有関数展開法とも呼ばれることがあ

る。 

iΦΦ ,0 が Laplaceの条件[L]を満足するために

は、それぞれの係数関数は以下の Helmholtz の

方程式を満足しなければならない。これは(9)(10)
式を[L]に代入すれば容易に確かめられる。 

00
2

02
0

2

2
0

2

=+
∂
∂

+
∂
∂ fk

y
f

x
f

                (15) 

（4）
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02
2

2

2

2

=−
∂
∂

+
∂
∂

mm
mm fk

y
f

x
f

              (16)   

02
0

2

2
0

2

=
∂
∂

+
∂
∂

yx
ϕϕ

                       (17) 

02

2

2

2

=⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛

−
−

∂
∂

+
∂
∂

m
mm

dh
m

yx
ϕπϕϕ

       (18) 

これらを満足する関数は、Green の定理により、

境界 C 上におけるそれらの値と、C に対する法線

微分値を用いて次のように表すことができる。 

{∫ −
∂
∂

−=
C

rkHi
n

fyxf ))(
2

(),(
2
1),( 0

)1(
000 ηξ

} ),(),())(
2

( 00
)1(

0 ηξηξ dlfrkHi
⋅−−  (19)  

{∫ −
∂
∂

−=
C

m
mm

rkK
n

fyxf ))((),(
2
1),( 0

π
ηξ  

    } ),(),())(( 0 ηξηξ
π

dlfrkK
m

m ⋅−−   (20) 

{∫ ∂
∂

=
C

rk
n

yx ))ln((),(
2
1),( 0

00 π
ηξϕϕ  

    ),(),())ln(( 0
0 ηξηξϕ

π
dlrk

⋅−      (21) 

∫ −
∂
∂

=
C

m
mm

rK
n

yx ))((),(
2
1),( 0

π
αηξϕϕ  

    ),(),())(( 0 ηξηξϕ
π
α dlrK

m
m ⋅−−   (22) 

    ここで
dh

m
m −
=

πα  

     
22 )()( ηξ −+−= yxr  

     ),( ηξ は C 上の点を表す 

)1(
0H は第 1 種 Hankel 関数、 0K は第 1 種変形

Bessel 関数である。浮体外部の流場を表す 0f の

表現に
)1(

0H を用いることにより、[R]Radiation 

condition が満足されるのである。また、 0f 等の

上付きバーは法線方向の微分値を表す。 
上記の式において積分路 C は、図-3 に示すよう

に mff ,0 に つ い て は す べ て の 浮 体 の 境 界 、

mϕϕ ,0 については個々の浮体回りの境界をとる

ものである。 

ｆ０

ｆｍ

C=C１＋C２

C１ C２

ψ０
ψｍ ψｍ

ψ０

C=C１ C=C２  
 

図-3 積分路 C 
 

式(19)～(22)において、点 ),( yx を境界 C 上の点

)','( ηξ にもっていくと、Green 関数の特異性に

より、次のような積分方程式が得られる。 

{∫ −
∂
∂

−=
C

RkHi
n

ff ))(
2

(),()','( 0
)1(

000 ηξηξ  

  } ),(),())(
2

( 00
)1(

0 ηξηξ dlfRkHi
⋅−−  (23) 

{∫ −
∂
∂

−=
C

m
mm

RkK
n

ff ))((),()','( 0

π
ηξηξ  

    } ),(),())(( 0 ηξηξ
π

dlfRkK
m

m ⋅−−   

(24) 

{∫ ∂
∂

=
C

Rk
n

))ln((),()','( 0
00 π

ηξϕηξϕ  

    } ),(),())ln(( 0
0 ηξηξϕ
π

dlRk
⋅−      (25) 

（5）
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{∫ −
∂
∂

=
C

m
mm

RK
n

))((),()','( 0

π
αηξϕηξϕ  

   } ),(),())(( 0 ηξηξϕ
π
α dlRK

m
m ⋅−−   (26) 

   ここで
22 )'()'( ηηξξ −+−=R  

 

 ここで 0ϕ に関する (21)(25)式の表現には注意

が必要であることを付録-3 の中で記しておく。 
さらに、図-4 に示すように浮体下部の境界 C

において、浮体外部領域と浮体下部領域の速度ポ

テンシャルは連続でなければならないから、 
次式のような条件が課せられる。 

ｚ＝－ｄ１

C1
C2

ｚ＝－ｄ２

Φ１=Φ０

Φ２=Φ０

Φ１=Φ０

Φ２=Φ０

ｚ＝－ｈ  
図-4 速度ポテンシャルの連続の条件 

 

iΦ=Φ0   on Ci  z=-h~-di                  (27) 

iΦ=Φ0    on Ci  z=-h~-di                  (28) 

また(3)式の[H]条件より 

jv=Φ0      on Ci   z=-di~0            (29) 

であるので、(27)式に(9)(10)式を代入すると 

∑
=

+
+

+

10

0
0 cos

)(cos)','(
cosh

)(cosh)','(
m m

m
m hk

hzkf
hk

hzkf ηξηξ

∑
= −

+
+=

1
0

)(cos)','()','(
m i

i
m dh

dzmπηξϕηξϕ  

 ),','( zUi j ηξω−    on Ci  z=-h~-di      (30)             

という条件が得られる。また(28)(29)式に(9)(10)
式を代入すると 

∑
=

+
+

+

10

0
0 cos

)(cos)','(
cosh

)(cosh)','(
m m

m
m hk

hzkf
hk

hzkf ηξηξ

∑
= −

+
+=

1
0

)(cos)','()','(
m i

i
m dh

dzmπηξϕηξϕ  

 ),','( zUi j ηξω−    on Ci  z=-h~-di  

),','( zv j ηξ=        on Ci  z=-di~0     (31) 

という条件が得られる。 
上の(30)(31)式は動揺する i 番目の浮体境界 Ci で

の条件であり、静止している他の浮体境界 C の場

合は jj UU , や jv は０である。 jjj vUU ,, は動揺

のモードｊに応じて具体的に定められる。それら

をまとめて付録－1 に示しておく。 
 上記 (30)(31)式と (23)～ (26)式を連立させて解

くことにより、境界 C 上における係数関数の値が

定められ、それらを(19)～(22)式に代入すること

により速度ポテンシャル 0Φ 及び ..., 21 ΦΦ が確

定される。 
 その手順は以下の如くである。速度ポテンシャ

ルの表示式(9)(10)式における z 方向の固有関数

系は以下のような直交性を有する。 

∫− =
++0

0

0 0
cos

)(cos
cosh

)(cosh
h

m

m dz
hk

hzk
hk

hzk
  (32) 

∫− =
++0

0
cos

)(cos
cos

)(cos
h

n

n

m

m dz
hk

hzk
hk

hzk
   (33) 

∫− =
+0

0
2

0
2

cosh
)(cosh

h
dz

hk
hzk

 

 

hkhk

hk

ee
he

k
hk

00

0

24

2

0

0

21
2

2
tanh

−−

−

++
+     (34) 

∫− =
+0

2

2

cos
)(cos

h
m

m dz
hk

hzk
 

 

       
hk

h
k

hk
mm

m
2cos22

tan
+             (35) 

及び 

∫
−

−
=

−
+

⋅
d

h
dz

dh
dzm 0)(cos1 π

             (36) 

∫
−

−
=

−
+

−
+d

h
dz

dh
dzn

dh
dzm 0)(cos)(cos ππ

 (37) 

（6）
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∫
−

−
−=⋅

d

h
dhdz11                       (38) 

∫
−

−

−
=

−
+d

h

dhdz
dh

dzm
2

)(cos2 π
         (39) 

これらの直交性を利用することが領域分割法の

一つの特徴である。すなわち、(30)式の両辺に１

及 び ))/()(cos( dhdzm −+π を 乗 じ て

dzh −≤≤− における積分を施す。 

また、(31)式の両辺に hkhzk 00 cosh/)(cosh +

及 び hkhzk mm cos/)(cos + を 乗 じ て

0≤≤− zh における積分を施す。そうすると、

上記の直交性により、以下のような形の関係式が

得られる。 

∑
=

++=
M

m
Umm iPifBifAi

1
00000 )()()()(ϕ  

                   Ni →=1  

∑
=

++=
M

m
nUmnmnn iPifBifAi

1
0 )()()()(ϕ  

Ni →=1  

Mn →=1  

(40) 

∑
=

++=
M

m
Umm iQiDiCif

1
00000 )()()()( ϕϕ  

Ni →=1  

∑
=

++=
M

m
Unmnmnn iQiDiCif

1
0 )()()()( ϕϕ  

Ni →=1  

Mn →=1

      (41) 
ここで i 点は境界 C=C1+C2+…を合計 N 個に分割

した線分の中点である。また、M は速度ポテンシ

ャルを表現する(9)(10)式において固有関数を M
個までとることを意味する。式(40)(41)の中の係

数 nmnnmn DCBA ,,, は、煩雑であるので具体的に

は記述しないが、すべて固有関数の解析的積分で

計算される既知の値である。また UnnU QP , など

も固有関数と特解の解析的積分で求められる既

知の値である。 
 一方、(23)～(26)式からは、境界 C 上の値とそ

の法線微分値との一次変換式が以下のような形

で得られる。 

∑
=

=
N

j
jfjiFif

1
000 )(),()(  

 

∑
=

=
N

j
mmm jfjiFif

1

)(),()(    Mm →=1  

∑
=

=
NC

j
N jjiPi

1
000 )(),()( ϕϕ    on each CN 

∑
=

=
NC

j
mmNm jjiPi

1

)(),()( ϕϕ      on each CN 

Mm →=1  

                                       (42) 

以上により、未知数 mmff ϕϕ ,,, 00 及びその法線

微分値、合計（M+1）*N*4 個に対し、(40)(41)(42)
式も合計（M+1）*N*4 個であるので基本的に解

くことができることがわかるが、効率良く解くた

めに次の方法を採用する。まず、(42)式の一次変

換式を (40)式に代入して法線微分値に関する関

係式に変換する。さらにその式に(41)式を代入す

ると )(),(0 ii mϕϕ のみを未知数とする（M+1）*N

元の連立一次方程式が得られる。その連立方程式

を解いて得られた解をもとに、上記と逆の手順を

たどることにより、最終的に速度ポテンシャルを

求めることができる。 
 上記の連立一次方程式の左辺の係数マトリッ

クスは、水深ｈ ,浮体の数、形状寸法、配置と動

揺周期のみで計算される値であり、動揺のモード

には関係しない。右辺の列ベクトルのみが各動揺

モードによって変化する。したがって左辺の係数

を LU 分解したマトリックスを用意しておけばす

べての動揺モードの計算を効率良く行うことが

できる。 
 
 以上により速度ポテンシャルが求められたら、

（7）
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圧力 ),,( zyxp は 

),,(),,( zyxi
t

ezyxp
ti

Φ=
∂

Φ∂
−=

−

ωρρ
ω

 (43) 

より、浮体側面の圧力 1p は 

⎥
⎦

⎤
⎢
⎣

⎡ +
+

+
= ∑

=

M

m m

m
m hk

hzkif
hk

hzkifip
10

0
01 cos

)(cos)(
cosh

)(cosh)(ωρ

                                       (44) 

浮体底面の圧力 2p は 

⎥
⎦

⎤
⎢
⎣

⎡
−−+= ∑

=

M

m
jm dyxUiyxyxip

1
02 ),,(),(),( ωϕϕωρ

                                       (45) 
により求めることができる。これらをそれぞれの

動揺モード成分向きに積分することにより、それ

ぞれのモードの流体力が得られる。すなわち、(図
-5 参照) 

Surge Force=∑ ⋅− )cos( 1pα  

Sway Force=∑ ⋅− )sin( 1pα  

Heave Force=∑ 2p  

Roll Moment=∑ ∑ ⋅+⋅⋅ )()(sin 21 ypzpα  

Pitch Moment= 

∑ ∑ ⋅−+⋅⋅− )()cos( 21 xpzpα  

Yaw Moment=∑ ⋅⋅−⋅⋅ )sin(cos 11 xpyp αα  

(46) 
により流体力が求められる。 

α
ｎ

ｐ１

ｐ２

ｘ

ｚ

ｙ

 
図-5 浮体固定座標に関する流体力 

 
こうして求められる力あるいはモーメントの

実数部分
2/ωrF が付加質量あるいは付加慣性

モーメント成分、虚数部分 ω/iF が減衰力あるい

は減衰モーメント成分となる。これらは次のよう

に無次元化表示される。 

ji

ij
r

ij
Fa

εερ
ω

∇
=

2/
 , 

ji

ij
i

ij
Fb

εερω
ω

∇
=

/
      (47) 

ここで ijF は jモード動揺による iモードの流体力

を表す。 jε 等は j=1,2,3 のとき１、j=4,5,6 のと

き L（無次元化に使う浮体の代表長さ）とする。 

また∇は無次元化に使う浮体の排水量である。 

 
2.3 Diffraction 問題 

複数浮体の場合の diffraction 問題は、図-6 に

示すようにすべての浮体が固定されている状態

に、一つの方向から規則波が入射してきた場合の

流場を解き、その流場によって各浮体に働く力を

解く問題である。 

ｚ

ｘ

ｙ

β

ｚ＝－ｈ

ｚ＝－ｄ１

ｚ＝－ｄ２

Fix
Fix

Φ１ Φ０ Φ２

 
図-６ Diffraction 問題の一例 

 
Diffraction問題も radiation問題とほぼ同じ手

順で解くことができる。この場合も流場を浮体の

外側の領域とそれぞれの浮体下部の領域に分け、

それぞれにおける速度ポテンシャルを 0Φ 及び

,....., 21 ΦΦ と表す。それぞれの領域における速

度ポテンシャルの満足すべき条件は以下の如く

である。 
 
浮体外部 

（8）

＇ ,,__---, ： 
＇ ; : 
＇ ; : 

＇ ＇ ＇ /／///／／/／／/ 
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[L] 00
2 =Φ∇  in fluid domain        (48) 

[F] 00
0

2

=
∂
Φ∂

−Φ
zg

ω
 at z=0         (49) 

[H] 00 =
∂
Φ∂
n

 on C at z=-d~0        (50) 

[B] 00 =
∂
Φ∂
z

 at z=-h                 (51) 

 
浮体下部（i 番目の浮体） 

[L] 02 =Φ∇ i  in fluid domain         (52) 

[H] 0=
∂
Φ∂
n

i  at bottom z=-d         (53) 

[B] 0=
∂
Φ∂
z

i  at z=-h                 (54) 

 
 これらの条件を満足する速度ポテンシャルを

以下のように仮定する。 

[ ]
hk

hzkyxfyxQ
0

0
00 cosh

)(cosh),(),( +
+=Φ  

  ∑
=

+
+

1 cos
)(cos),(

m m

m
m hk

hzkyxf         (55) 

∑
= −

+
+=Φ

1
0

)(cos),(),(
m i

i
mi dh

dzmyxyx πϕϕ  

                                       (56) 
ここで 

)sincos(0),( ββ

ω
ζ yxika egiyxQ +−≡          (57) 

は β 方向に進行する振幅 aζ の入射波を表す。 

この場合も浮体外部と下部の速度ポテンシャル

の連続の条件（27）(28)式及び 0Φ の[H]条件(50)

式に(55)(56)式を代入することにより以下の関係

式が得られる。 

∑
=

+
+

+

10

0
0 cos

)(cos)','(
cosh

)(cosh)','(
m m

m
m hk

hzkf
hk

hzkf ηξηξ

∑
= −

+
+=

1
0

)(cos)','()','(
m i

i
m dh

dzmπηξϕηξϕ  

 
hk

hzkQ
0

0

cosh
)(cosh)','( +

− ηξ   on Ci  z=-h~-di      

(58)             

∑
=

+
+

+

10

0
0 cos

)(cos)','(
cosh

)(cosh)','(
m m

m
m hk

hzkf
hk

hzkf ηξηξ

∑
= −

+
+=

1
0

)(cos)','()','(
m i

i
m dh

dzmπηξϕηξϕ  

 
hk

hzkQ
0

0

cosh
)(cosh)','( +

− ηξ   on Ci  z=-h~-di  

hk
hzkQ

0

0

cosh
)(cosh)','( +

−= ηξ    on Ci  z=-di~0     

(59) 

上の (58)(59)式は (30)(31)式における jj UU , や

jv が QQ, に変わったのみであるので、この後の

手順は radiation 問題の場合とまったく同様にし

て解くことができる。したがって最終的に得られ

る連立一次方程式も右辺の列ベクトルが違うの

みで、左辺の係数マトリックスは radiation 問題

の場合と同一であるので、その際に LU 分解した

マトリックスをそのまま使うことができる。 
 
 以上により速度ポテンシャルが求められたら、

この場合の浮体側面の圧力 1p は 

[ ]
hk

hzkifiQip
0

0
01 cosh

)(cosh)()( +
+= ωρ  

∑
=

+
+

M

m m

m
m hk

hzkifi
1 cos

)(cos)(ωρ          (60)                 

浮体底面の圧力 2p は 

⎥
⎦

⎤
⎢
⎣

⎡
+= ∑

=

M

m
m yxyxip

1
02 ),(),( ϕϕωρ  (61)                

により求めることができる。これらをそれぞれの

モード成分向きに積分することにより、それぞれ

のモードの波力が得られる。 
 

こうして求められるｊモードの力あるいはモ

（9）
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ーメント jE を以下のように無次元化表示する。 

jWa

j
j Ag

E
e

εζρ
=                        (62) 

ここで WA は浮体の水線面積、 jε は j=1,2,3 のと

き１、j=4,5,6 のとき L（無次元化に使う浮体の

代表長さ）とする。 
 
 
3．流体力の関係 

 前章で述べた方法により radiation 流体力及び

波力を計算するプログラムを作成した。本プログ

ラムの検証のため、特異点分布法による計算との

比較を行った例を付録－2 に示しておく。両者は

ほぼ完全に一致しており、本プログラムの妥当性

が確認された。なお、計算にあたっては、解が収

束するように固有関数の個数Ｍを決めなければな

らないが、通常はＭ=10から 20程度で十分である。 

ここではその計算プログラムにより得られた

計算結果をもとに、流体力間の関係を具体的に示

すことにする。本章で述べる事柄の解析的証明に

ついては著者の解説論文３）を参照していただきた

い。 

 計算に使用した浮体配置を図-7 に、計算パラメ

ータを表-1 に示しておく。 

L=290m B=60m ｄ＝１５ｍ

１５０ｍ

２０°

①

h=200m
 

    図-7 ２浮体の配置 

 

表-1 計算パラメータ 

浮体① L=290m,B=60m,d=15m 

重心位置 水面下 -7m 

慣動半径 kxx=15m, kyy=70m, kzz=70m

浮体② L=320m,B=64m,d=18m 

重心位置 水面下 -8m 

慣動半径 kxx=17m, kyy=80m, kzz=80m

その他

の条件 

水深 200m 

波向きは-45 度方向 

 

3.1 Radiation 流体力の対称性 

 Radiation 流体力、すなわち i モードの動揺に

よる j モードの流体力は、ｊモードの動揺による

i モードの流体力と等しい、という対称性がある

ことが知られている。（前著論文３）の(29)式参照） 

複数浮体の場合は、 

「m 番目の浮体の i モードの動揺によって 

n 番目の浮体のｊモード方向に働く流体力」は、 

「n 番目の浮体の j モードの動揺によって 

m 番目の浮体の i モード方向に働く流体力」と

等しい、ということになる。 

２ 浮 体 ６ モ ー ド の 場 合 、 こ の 組 み 合 わ せ は

12*12=144 ケースもあるが、ここでは例とし

て浮体①の heave と浮体②の pitch、及び浮

体①の roll と浮体②の yaw の場合について

計算結果を図-8a,8b に示す。図中の a①3-②

5 は浮体②の pitch による浮体①の heave の

付加質量係数、b①3-②5 は浮体②の pitch に

よる浮体①の heave の減衰力係数を表す。図

-8a,8b いずれも対称性が満足されているこ

とがわかるが、図-8b においてやや差が見ら

れ る の は 比 較 し て い る 流 体 力 自 身 が 小 さ い

ためである。 

‐0.3

‐0.2

‐0.1

0

0.1

0.2

0.3

0.4

5 10 15 20

Wave period (sec)

a①3‐②5

a②5‐①3

b①3‐②5

b②5‐①3

 
図-8a Radiation 流体力の対称性(①3-②5) 

‐0.01

‐0.008

‐0.006

‐0.004

‐0.002

0

0.002

0.004

0.006

0.008

5 10 15 20

Wave period (sec)

a①4‐②6

a②6‐①4

b①4‐②6

b②6‐①4

 
図-8b Radiation 流体力の対称性(①4-②6) 

 

3.2 Kochin 関数 

 後で述べる造波減衰力と発散波の関係、Haskind 

-花岡-Newman の関係においては Kochin 関数が使

（10）
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われる。ここでは領域分割法で浮体外部の速度ポ

テンシャルを(9)式や（55）式のように表現した場

合の Kochin 関数の式を示しておく。 

 Kochin 関数は遠方に発散していく波の振幅と

位相を表すもので、(9)(55)式における ),(0 yxf

すなわち(19)式において点 ),( yx を遠方に持って

いったときの表示式から得られる。式(19)におい

て r が大なるとき 

)4/(

0
0

)1(
0

0
2)( π

π
−≈ rkie

rk
rkH             (63) 

であるので、 

22 )()( ηξ −+−= yxr  

 )sincos( θηθξ ⋅−⋅−+≈ R           (64) 

  ここで ),(),( θRyx =  

を考慮すると 

)sincos(4/

0
0

)1(
0

00
2)( θηθξπ

π
+−−≈ ikiRik ee

Rk
rkH  

(65) 

であるので、Kochin 関数が 

∫ ⎭
⎬
⎫

⎩
⎨
⎧ −

∂
∂

=
C

f
n

f
k

iH ),(),(
2

)( 00
0

ηξηξ
ω

θ  

),()sincos(0 ηξθηθξ dle ik +−×        (66) 

により求められる。 

 

3.3 造波減衰力と発散波の関係 

 造波減衰力 ijN （ｊモードの動揺による i モー

ドの減衰力）はｊモード動揺の場合の Kochin 関数

)(θjH 及び i モード動揺の場合の Kochin 関数

)(θiH を用いて 

θθθ
π

ρω π
dHHDkN jiij ∫=

2

0

*0 )()(
4

       (67) 

と表される。（前著論文３）の(34b)式参照） 

ここでアスタリスクは複素共役を表す。また D は 

水深影響係数と呼ばれるもので 

hkhkhk

dz
hk

hzhkkD
h

0
2

00

0

0
2

0
2

0

cosh/tanh

cosh
)(cosh2

+=
⎭
⎬
⎫

⎩
⎨
⎧ +

≡ ∫−         (68) 

である。式(67)を(47)式と同様に無次元化すると 

θθθ
εεπ

π
dHHDkb ji

ji
ij ∫∇
=

2

0

*0 )()(
4

       (69) 

ji = の場合は θθ
επ

π
dHDkb i

i
ii ∫∇
=

2

0

2
2

0 )(
4

 

となる。 

 この計算例として、通常の圧力積分による ijb と 

(69)式によるものを比較して図-9a,9b に示す。図

-9a は浮体①の heave による浮体①の sway の

減衰力係数を、通常の(47)式から求めたもの

と(69)式から求めたものを示す。図-9b は浮体

①の heave による浮体①の heave の減衰力

係 数 及 び 浮 体 ② の heave に よ る 浮 体 ② の

heave の 減 衰 力 係 数 に つ い て 、 同 じ く

(47)(69)式から求めたものを示す。いずれに

おいても両者良く一致しており、(67)式の関係が

満足されていることがわかる。 

‐0.5

‐0.4

‐0.3

‐0.2

‐0.1

0

0.1

0.2

0.3

5 10 15 20

Wave period (sec)

b①2‐①3 by eq.(47)

b①2‐①3 by eq.(69)

 
図-9a 減衰力係数の比較（①2-①3） 

 

0

0.5

1

1.5

2

2.5

5 10 15 20Wave Period (sec)

b①3‐①3 by eq.(47)

b①3‐①3 by eq.(69)

b②3‐②3 by eq.(47)

b②3‐②3 by eq.(69)

 

図-9b 減衰力係数の比較（①3,②3） 

 

3.4 Haskind-花岡-Newman の関係 

 Radiation 問題と diffraction 問題の間には

（11）

□, 

F 
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Haskind-花岡-Newman の関係と呼ばれる以下のよ

うな関係がある。（前著論文３）の(48)式参照） 

)()( πβξρβ += jaj DHgE              (70) 

これは β 方向の入射波によって m 番目の浮体に

働くｊモードの波力 )(βjE は、m 番目の浮体のｊ

モードの動揺によって πβ + 方向に発散してい

く波の複素振幅で表されることを示している。 

式(62)と同様な無次元表示をすると 

)()( πβ
ε

β += j
jW

j H
A

De               (71) 

これについても計算例を図-10a,10b に示す。図

-10a は浮体①と②に働く heave 力、図-10b は浮体

①と②に働く yaw モーメントについて、それぞれ

(62)式及び(71)式から求めた結果を示している。 

普通に diffraction 問題を解いて圧力積分より求

めた je と、radiation 問題を解いてその Kochin

関数から求めた結果は良く一致し、複数浮体の場

合も Haskind-花岡-Newman の関係が成り立つこと

がわかる。 

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

5 10 15 20Wave period (sec)

e①3 by eq.(62)

e①3 by eq.(71)

e②3 by eq.(62)

e②3 by eq.(71)

 

図-10a Haskind-花岡-Newman の関係（①3,②3） 
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図-10b Haskind-花岡-Newman の関係（①6,②6） 

 

また、図-11a,11b は波周期 8 秒のとき、浮体①に

働く sway 力とその位相を波の入射角 β ベースに

示したものである。波力の波向きによる変化が良

くわかる。 

0

0.05

0.1

0.15

0.2

0.25

0.3

0.35

0.4

0 30 60 90 120 150 180 210 240 270 300 330 360

Wave direction (deg.)

e①2 by eq.(62)

e①2 by eq.(71)

 
図-11a 浮体①に働く sway 力  

 

‐180

‐90

0
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180
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360
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Wave direction (deg.)

phase of e①2 by eq.(62)

phase of e①2 by eq.(71)

 
図-11b 浮体①に働く sway 力の位相 

 

4. 規則波中動揺応答の解析 

 波浪中の浮体の運動方程式は一般的に次式で与

えられる。 

ijijjijj
j

ijij ExcxNxMm =+++∑
=

&&&
1

)(      (72) 

ここで
ti

jj eXtx ω−=)( とすると 

[ ] i
j

jijijijij EXcNiMm =+−+−∑
=1

2 )( ωω (73) 

と書ける。ここで 

ijm は質量あるいは慣性モーメント 

ijM は付加質量あるいは付加慣性モーメント 

ijN は造波減衰係数 

ijc は静水圧に基づく復原力係数 

iE は波力あるいはモーメント 

（12）

． 

． 
二

． 
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である。 ijm と ijc は各浮体毎に次のように与えら

れる。 

∇= ρiim      for i=1~3 

iiiiii kIm ∇== ρ    for i=4~6            (74) 

WgAc ρ=33  

GMgc ∇= ρ44  , lGMgc ∇= ρ55      (75) 

これ以外に 35c 等がありえるが、他はすべて 0 で

ある。ここで iiii kI , （i=4~6）は x,y,z 回りの慣性

モーメント及び慣動半径、 lGMGM , はそれぞれ

横メタセンター高さ、縦メタセンター高さである。 

ijM と ijN が radiation 流体力の実数成分と虚

数成分で、 iE が diffraction 問題の解から得られ

る波力である。あるいは iE は(70)式のように

Haskind-花岡-Newman の関係を用いて radiation

問題の Kochin 関数から得ることもできる。したが

って、これまでに述べてきた手法によってこれら

の流体力、波力を求めることができるので、(73)

式の運動方程式を解くことができる。 

式(73)において、力の場合は aζωρ 2∇ で、モー

メントの場合は Laζωρ 2∇ で両辺を除して無次

元化を行うことにする。ここで L,∇ は代表する浮

体の排水量と長さとする。そうすると、運動方程

式(73)は(47)(62)式の表記を使って 

[ ] i
W

j a

j
ijijijij egAX

cibam
∇

=+−+−∑
=

2
1

')'(
ωζ

 (76) 

のように表される。ここで ijij cm ',' はそれぞれの

無次元表記とする。 

 さて、2 章、3 章における流体力、波力の解析で

は座標原点を静止水面上 z=0 に取っていたが、浮

体の運動は重心 G に関して考えることにしたい。

そこで座標原点に対して得られた流体力、波力を

重心 G に対するそれに変換する手順を以下に示す。 

参考文献 4)参照。 

 重心 G の上下位置は z 軸の正方向(鉛直上向き)

に距離 Gl のところにあるとする。一般的に、座標

原点に対する力 iF が、座標原点に関する変位 jX

によって 

∑=
j

jiji XTF                          (77) 

のように表されるとする。すなわち、2 章、3 章で

求めた ijij ba , 等が ijT に対応する。ここで重心 G に

対する力 i
GF に変換するマトリックスを ij

GT と

し、 

∑=
j

jij
G

i
G XTF                       (78)

とすると、 ijT と ij
GT の関係は 

ijij
G TT =  for i=1,2,3 and 6 

jGjj
G TlTT 244 +=  

jGjj
G TlTT 155 −=                       (79) 

と表される。また、重心 Gに関する変位 j
GX と jX

の関係は 

511
G

G
G XlXX −=  

422
G

G
G XlXX +=  

j
G

j XX =   for j=3,4,5 and 6          (80) 

である。この(79)(80)式を考慮して、 ijT から 

∑=
j

j
G

iji
G XTF '                       (81) 

を満足する ijT ' に変換することができる。 

 波力についても次式により、座標原点に関する

波力 ie から、重心 G に関する波力 i
Ge へ変換する

ことができる。 

ii
G ee =   for i=1,2,3 and 6 

244 elee G
G +=  

（13）
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155 elee G
G −=                           (82) 

 以上のようにして、重心 G の動揺振幅 j
GX に関

する運動方程式が 

[ ] i
GW

j a

j
G

ijijijij egAXcibam
∇

=+−+−∑
=

2
1

'')''(
ωζ

 

(83) 

と表される。ここで ijij ba ',' は ijij ba , を ijij TT '→

のように変換したものとする。 

 一般に、左右対称な単一浮体の場合、運動方程

式を surge-pitch 型、sway-roll 型、heave 型、yaw

型に分離して取り扱うことができるが、複数浮体

が任意に配置されている場合は、すべてのモード

の動揺が連成するので、分離せずに(83)式を全体

として解くことになる。しかしそれは特に困難な

ことではない。 

 計算例として、3 章の図-7 の２浮体の場合につ

いての動揺振幅を図-12a,12b に示しておく。 
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①sway
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①roll
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①yaw

 
図-12a 浮体①の動揺応答振幅 
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②yaw

 
図-12a 浮体②の動揺応答振幅 

 

 

5. まとめ 

 複数の浮体が波浪中に存在する場合の波力、流

体力を 3 次元領域分割法で解析する方法及び動

揺応答の解析法を示した。本法で取り扱える浮体

形状は側面が鉛直で底面が平面形状に限られる

が、計算データの入力が容易でかつ計算時間が短

時間ですむ。本法は浮体動揺の概要を簡便に把握

するのに有用であろう。 
3 章においては、波力、流体力間の関係などに

ついて多数の計算例を示した。これらは、著者が

執筆した動揺流体力に関する解説論文 3)の具体

例となっている。 
さらに付録として、3 次元領域分割法の場合の 

irregular frequency 現象とその除去法、複数浮

体の場合の自由動揺応答とその発散波の性質・利

用法についてまとめておいた。本論で述べている

事柄はすべて単一浮体の場合にも適用すること

ができる。本論が、浮体の動揺問題に関心のある

初学者の理解に役立てば幸いである。 
 最後に、本プログラム検証のための計算を快く

引き受けていただいた大川豊氏に感謝の意を表

する。 
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付録－１ Radiation 問題の特解 
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Radiation 問題において、浮体下部の領域にお

ける特解 ),,( zyxU j は次の条件を満足する実関

数である。 

[L] 02 =∇ jU  in fluid domain         

[H] j
j v

z
U

=
∂
∂

  at z=-d                

[B] 0=
∂
∂

z
U j

  at z=-h              (A-1) 

Surge, sway 及び yaw モードに関しては 0=jv

であるので、 0),,( =zyxU j である。その他の

モードについては、 

Heave モード （ 33 lv = ） 

⎥
⎦

⎤
⎢
⎣

⎡ +
−+

−
= )

2
()1(

)/1(2
),,( 2

22
23

3 h
yx

h
z

hd
hlzyxU

Roll モード （ ylv 44 = ） 

⎥
⎦

⎤
⎢
⎣

⎡ +
−+

−
= )

4
()1(

)/1(2
),,( 2

22
24

4 h
yxy

h
zy

hd
hlzyxU

Pitch モード （ xlv 55 −= ） 

⎥
⎦

⎤
⎢
⎣

⎡ +
−+

−
−

= )
4

()1(
)/1(2

),,( 2

22
25

5 h
yxx

h
zx

hd
hlzyxU

                                      (A-2) 
とする。実際、これらが (A-1)式を満足すること

はすぐに確かめることができる。 
 

 また、式(31)における浮体側面での jv  は 

αω cos11 liv −=                         

αω sin22 liv −=                        

03 =v                                  

αω sin44 zliv =                        

αω cos55 zliv −=                      

)cossin(66 ααω yxliv −−=            (A-3)      

で与えられる。ここでα は側面の法線が x 軸とな

す角である。 

 

付録－２ 特異点分布法による計算との比較 

 本プログラムの検証のため、大川５）の特異点分

布法を用いたプログラムによる計算との比較を行

った結果を以下に示す。計算条件は付図-1 に示す

ような同一形状の２浮体である。それぞれの浮体

に働く波力を付図-2a,2b に示す。 

Body  1 Body  ２

３０ deg.

40m

L*B*d=80*40*10m

h=50m  
付図-1 プログラム検証計算の浮体配置図 
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Surge(Ohmatsu) Sway (Ohmatsu) Heave(Ohmatsu)

Surge(Ohkawa) Sway (Ohkawa) Heave(Ohkawa)

 

付図-2a 浮体１に働く surge,sway,heave 力 
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Wave Force acting on Body 2
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付図-2b 浮体２に働く surge,sway,heave 力 

 

いずれも両者ほぼ完全に一致しており、計算プロ

グラムの妥当性が示されている。 

 

（15）
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付録－３ Irregular frequency とその除去法 

 境界要素法などで浮体の radiation 問題や

diffraction 問題を解くときに、浮体内部の仮想

流体と関連するいわゆる irregular frequency 問

題があることが知られている６）。領域分割法にお

いても同様の問題が発生する。ここでは領域分割

法において如何にして irregular frequency が現

れるか、その予測法及び除去法について述べる。

以後、ここでは irregular frequency を I.R と略

記することにする。 

 領域分割法において、浮体外部で遠方まで伝播

する波動を表す項、(9)式の ),(0 yxf は(15)式の

Helmholtz の方程式を満足するもので、Green の定

理により浮体外部領域では(19)式のように表され

る。この ),(0 yxf は点 ),( yx が浮体の内部では亘

等的に 0 でなければならないが、特定の周波数に

おいては固有解を有し、境界 C 上において 00 =f

でも内部で 00 ≠f となる場合がある。その周波数

では浮体外部においても 0f が(19)式で一意に定

められなくなる。すなわち、領域分割法における

I.R は、「浮体境界 C 上で 00 =f で、かつ(15)式

の Helmholtz の方程式を満足する亘等的に 0 でな

い解が存在する周波数」である。任意の平面形状

について、この周波数を予測することは困難であ

るが、平面形状が矩形の場合は容易に予測するこ

とができる。すなわち、 BL× の矩形周囲で 0 と

なる 0f は 

⎭
⎬
⎫

⎩
⎨
⎧

⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛ −

⎭
⎬
⎫

⎩
⎨
⎧

⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛ −=

2
1sin

2
1sin),(0 B

y
L
xyxf βπαπ

 ここで ...3,2,1=α  ...3,2,1=β       (A-4) 

と表される。この 0f はまた(15)式を満足しなけれ

ばならないから、（A-4）を(15)式に代入すると、

βα , と波数 0k の関係が 

22

0 ⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛+⎟

⎠
⎞

⎜
⎝
⎛=

BL
k βπαπ

               (A-5) 

のように得られる。これにより矩形浮体の場合の

I.R を予測することができる。 

 実際に、計算例として、3 章の図-7 の 2 浮体の

計算結果を示そう。付図-3 は波周期 7.5 秒～9.2
秒間を細かい刻みで計算した波力の例（浮体②の

pitch モーメント）である。鋭いピークが I.R を

表している。本文で示した計算結果にこのような

変動が見られないのは、後で述べる I.R 対策が施

してあるからである。付表-1 は(A-5)式によって、

それぞれの浮体について予測した I.R（周期 7.5
秒から 9.2 秒の範囲についての予測）であり、そ

の予測が付図 -1 のピークの波周期と良く一致し

ていることがわかる。また、それぞれのピークが

どちらの浮体に起因するものであるかということ

もわかる。    
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7.5 7.6 7.7 7.8 7.9 8 8.1 8.2 8.3 8.4 8.5 8.6 8.7 8.8 8.9 9 9.1 9.2
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Irregular frequency 
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②
１

①
１

②
２

①
２

②
３

①
３

①
４

②
４

②
５

 
付図-3 浮体②に働く pitch モーメント 

（I.R 対策を施さない場合） 

 

付表-1 予測された I.R の周期 

番号 浮体① 浮体② 

１ 7.699 sec 7.618 sec 

２ 8.085 8.005 

３ 8.432 8.389 

４ 8.680 8.729 

５ - 8.971 

 

 次に I.R の除去法について述べる。その方法は

著者が以前、2 次元境界要素法で動揺問題を扱う

ときに採用した方法６）を 3 次元の場合に適用する

ものである。その考え方は、 0f は浮体の内部領域

では亘等的に 0 出なければならないのであるから、

0 以外の値をとり得ないよう、すなわち(A-4)式の

ような波動が有りえないように、浮体内部の一点

),( 00 yx で以下のような条件を課す。 

0),( 000 =yxf  

0),( 000 =
∂

∂
x

yxf
 

（16）
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0),( 000 =
∂

∂
y

yxf
 

0),( 000
2

=
∂∂

∂
yx

yxf
                       (A-6) 

式 (23)から (42)式の ),(0 jiF の一次変換マトリッ

クスを作成するときに、この 4 条件も追加し、最

小二乗法を適用する。点 ),( 00 yx の位置は任意で

あるが浮体のほぼ中央の点とする。 

 このような対策を施せば I.R は簡単に取り除く

ことができる。付図-3 には、２浮体のそれぞれ中

央の点においてこのような対策をとり、I.R を取

り除いた結果も示してある。付図-4 は浮体②につ

いてのみ対策を施した場合で、浮体①に起因する

I.R が残っていることがわかる。 

0
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7.5 7.6 7.7 7.8 7.9 8 8.1 8.2 8.3 8.4 8.5 8.6 8.7 8.8 8.9 9 9.1 9.2

Wave period (sec)

Irregular frequency 
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Irregular frequency of 
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①
２

①
３

①
４

①
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付図-4 浮体②に働く pitch モーメント 

（浮体②にのみ I.R 対策を施こした場合） 

 

 以上により I.R は簡単に除去することができる

が、さらに 3 次元領域分割法に特有の特異周波数

が存在する。例として付図-1 の浮体について、波

周期 20 秒まで計算した結果を付図-5 に示す。 

0
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1

5 7.5 10 12.5 15 17.5 20

Wave Period (sec)

Surge(use ko) Sway (use ko) Heave(use ko)

Surge(use π/L) Sway (use π/L) Heave(use π/L)

 
付図-5 浮体１に働く surge,sway,heave 力 

 

この図を見ると、波周期 12.5 秒付近に不自然な変

動があることがわかる。その原因を探ったところ、

)','(0 ηξϕ を表現する（ 25）式がこの周期で

singular になることがわかった。したがってその

周期は浮体の寸法形状と 0k によって決まること

になる。式(21)(25)による 0ϕ の表現は、3 次元領

域分割法の創始者井島１）から永田２）等へ伝承さ

れ、そして著者７）も超大型浮体の弾性応答の計算

で使用していた。この現象がおきるのは波長が浮

体寸法よりかなり長い周波数の 1 点でのみであり、

いままで気付かれなかったものと思われる。この

現象を避ける方法は簡単である。 0ϕ を表現する際

に 0k を使う必要はないのであるから、周期によっ

て変化することのない値（例えば L/π ）を使用

すればよい。付図-5 にはそうした場合の計算結果

も示してある。不自然な変動がなくなっているこ

とがわかる。 

  

付録－４ 浮体の自由動揺応答とその発散波 
 ここで自由動揺応答とは、どれか一つの浮体に

初期変位を与えておき、瞬時に放した後のそれぞ

れの浮体のいわゆる Free Oscillation のことであ

る。このような自由動揺応答とそれによる発散波

については、単一浮体の場合の考察が文献８)９)
にある。ここではその考察を複数浮体にも適用し、

一般的な記述を行うことにする。自由動揺応答を

扱うので、まず時間領域の浮体の運動方程式の一

般形から記述する。 

)(')'()'()()()(
1

tedttxttltxctxm i

t

jijjijj

M

j
ijij =−+++ ∫∑ ∞−

=

&&&&μ

                                   (A-7) 
ここで 

jx  ：j モードの変位 

ijm  ：浮体の質量あるいは慣性モーメント 

ijμ  ：付加質量あるいは付加慣性モーメント 

ijc  ：復原力あるいは復原モーメントの係数 

ijl  ：運動の履歴による流体力を表す係数 

ie  ：i モードの外力 

（17）

． ． * 
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M ：動揺モードの数＝浮体数＊６ 

この運動方程式に Fourier 変換を施すと周波数領

域の運動方程式が得られる。以下、Fourier 変換、

逆 Fourier 変換を次のように定義する。 
 

∫
∞

∞−

−= dtetxX tiωω )()(   

∫
∞

∞−
= ωω

π
ω deXtx ti)(

2
1)(              (A-8)                                              

0=t ま で 0)(,0)( == txtx & と し て )(tx&& の

Fourier 変換を行うと 
 

[ ] dtetxietxdtetx tititi ωωω ω −∞

∞−

∞

∞−
−∞

∞−

− ∫∫ += )()()( &&&&

[ ] ∫
∞

∞−

−∞

∞−
− −=−= )()()( 22 ωωωω ωω Xdtetxetxi titi

                                       (A-9)                                                                  
したがって(A-7)式の Fourier 変換は 

[ ] )()())((
1

2 ωωωμω ij

M

j
ijijijij EXcLm =+++−∑

=

                            (A-10) 
と表される。 

（ここで )(ωμ ijij L+ の実数部分が本文 (73)式に

おける ijM に、虚数部分が ijN に対応する。） 

ここで外力として、 β 方向に進行する振幅 aζ

の波による力を考えると );( βωiE は Haskind-花

岡-Newman の関係により 

);();( πβωζρβω += iai DHgE       (A-11)                               

で与えられる３）。ここで );( πβω +iH は、平水

中で浮体が i モードの動揺をしたときに )( πβ +

方向に発散していく波の振幅を表す Kochin 関数

である。 
式(A-11)の関係及び、 

)()( ωωμ ijijijij Lm Δ≡++                                  

)()(2 ωωω ijijij Ac ≡+Δ−              (A-12)                                                                  

の表記を用いると、運動方程式(A-10)は簡単には 

iaj

M

j
ij DHgXA ζρ=∑

=1
                (A-13)        

と表され、その解は 

j

M

j
ijai HBDgX ∑

=

⋅=
1

ζρ               (A-14)        

と表される。ここで ijB は ijA の逆行列とする。 

この変位 iX を aζ で正規化した aii XM ζ/= が

最終的に求めたいいわゆる波浪中応答関数である。 
すなわち 

j

M

j
iji HBgDM ∑

=

⋅=
1

ρ                  (A-15) 

である。 
 
 次に、平水中で浮体のうちのどれかひとつに N

モードの初期値 Nα を与え、 0=t でリリースする

いわゆる Free Oscillation（自由動揺）について

考察する。 

このときは、N モードの加速度 )(txN&& の Fourier

変換は 
 

[ ] dtetxietxdtetx ti
N

ti
N

ti
N

ωωω ω −∞

∞−

∞−∞

∞−

− ∫∫ += )()()( 0 &&&&

[ ] ∫
∞

∞−

−∞− −= dtetxetxi ti
N

ti
N

ωω ωω )()( 2
0

)(2 ωωωα NN Xi −−=    (A-16)             

N モード以外の )(tx j&& の Fourier 変換は前と同様 

)(2 ωω jX− であり、また、この場合は外力は 0 

であるので、(A-7)式の Fourier 変換は 

iNNj

M

j
ij iXA Δ=∑

=

ωα
1

                (A-17)        

となる。また、自由動揺のときの N モードの速度

)(txN& の Fourier 変換は 

∫
∞

∞−

−= dtetxV ti
NN

ωω )()( &  

[ ] dtetxietx ti
N

ti
N

ωω ω −∞

∞−

∞− ∫+= )()( 0

)(ωωα NN Xi+−=                  (A-18) 

（18）
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であり、他のモード Nj ≠ の場合は 

)()( ωωω jj XiV =                   (A-19) 

であるので、(A-17)式の変位に関する方程式にお 
いて、(A-18)(A-19)式を代入して、速度に関する 
方程式に書き換えると 
 

iNNj

M

j
ij

iNNNiNj

M

j
ij

cVA

iAVA

α

αωα

−=∴

Δ−=+

∑

∑

=

=

1

2

1
                             

(A-20) 
 
となる。式(A-20)の解は 

jN

M

j
ijNi cBV ∑

=

⋅−=
1

α                    (A-21) 

と表される。 
さて、この自由動揺による発散波であるが、一般 

に浮体の動揺による発散波は、各モードの Kochin 

関数 )(ωjH と各モードの動揺速度 )(ωjV より、 

)()(
2

)(
1

40 0 ωω
π

ωω
π

jj

M

j

iRik
HVe

R
k

g
i ∑

=

+−
−=Ι  

                       (A-22) 
で与えられる 3)9)。 

ここで
22 yxR += である。 

したがって、自由動揺の速度が(A-21)式で与え

られる場合の発散波は、 

=∑
=

)()(
1

ωω jj

M

j
HV  

 11212111 )( HcBcBcB MNMNNN ⋅+⋅⋅⋅⋅⋅++−α  

22222121 )( HcBcBcB MNMNNN ⋅+⋅⋅⋅⋅⋅++−α

 ……. 
  ……. 

MMNMMNMNMN HcBcBcB ⋅+⋅⋅⋅⋅⋅++− )( 2211α

                                      (A-23)                               
であるので、これは(A-15)式に示されている応答

関数 )(ωiM を使って 

=∑
=

)()(
1

ωω jj

M

j
HV  

 )( 2211 MMNNN
N McMcMc

gD
+⋅⋅⋅⋅⋅++

−
ρ
α

       

(A-24) 

と表すことができる。ここで ijB の対称性を使っ

ている。（第 3 章で述べたように、radiation 流体

力は対称であり、また静的復原力の項も [補-1]に

示すように対称であるので、 ijA が対称行列、す

なわちその逆行列の ijB も対称である。） 

以上により、N モードの自由動揺による発散波

の Fourier 変換が以下のように表されることがわ

かる。 

)(
2

)( 2211
40

2
0

MMNNN

iRik
N McMcMce

R
k

Dg
i +⋅⋅⋅⋅⋅++=Ι

+−
π

πρ
ωαω

                                      (A-25) 
式(A-25)から次のことが言える。 

・復原力(モーメント)係数 ijc は浮体の形状から直

ちに求めることができるものであるので、M 個

それぞれのモードについて初期値を与えて自

由動揺させて、発散波の Fourier 変換を M 個

得れば、すなわち(A-25)式を M 個得れば、その

連立方程式より )(ωiM  1=i ～M を求める

ことができる。 

・通常は連成項 ijc )( ji ≠ は 0 か非常に小さいの

で、1 回の自由動揺で 1 個の )(ωM を求めるこ

とができる。 
・ここで述べた方法によって浮体の波浪中動揺応

答関数を実験的に求める場合、造波機も必要と

せず、すべての周波数のすべての方向からの入

射波に対する応答関数をたった一回の自由動

揺による発散波を周囲で計測すればよいので、

非常に効率が良い方法と言えるが、(A-25)式に

見られるように、周波数が小さいときには、小

さい値を小さい値で除する演算となり、精度が  

悪くなるのが欠点である。  

さらに、(A-25)式の逆 Fourier 変換により時間領

域にもどし、発散波の時系列を求めると、 
（演算に Stationary phase method[補-2]を使用） 

（19）

F-

-F -

口



20 

 

R
gt i

N
NN N

e
R

gt Mt
R

c t4 2
3

2

2 2 4
) (⎟

⎠
⎞

⎜
⎝
⎛ =

πρ
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(A-26) 
となる。ここでは簡単のため、水深は無限大、 

連成項のij cはj i≠のときは0とした。この 

(A-26)式は、発散波の時系列のエンベロープから 
も応答関数を求めることができることを示してい 
る。付図-6にその概念図を示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 

付図-6 発散波の時系列の概念図 
 
 
                    
［補-1］ 

連成復原項ij cの対称性について 

Heave（H X）とRoll（R X）とPitch（P X）

について記述する。付図-7参照。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

付図-7 復原項の座標と記号 
 

変位による静水圧の変化分は 

) (P R H SxX yX X g p− + − =ρ         (A-27) 

であるので、それによるHeave力は 

∫ ∫− + − = =
H HS

z P R H z
S

S HdS n xX yX X g dS n p F) ( ρ

                                   (A-28) 
である。ここでガウスの定理 

∫∫ = ∂
∂

VS
xdS Fn dV

x
F,etc              (A-29) 

を使うと 

∫ ∫=
∂

− + ∂
= − +

+V

P R H

S S
z P R HdV

z
xX X X dS n xX yX X

F H

0 ) ( ) (

∫∫− + − = − + ∴
HF SS

z P R H z P R HdS n xX yX X dS n xX yX X) ( ) (

∫− + =
F S

P R Hdxdy xX yX X) (             (A-30) 

と書けるので、 

P
S

R
S

H
S

HX xdxdy g X ydxdy g X dxdy g F
F F F⎥

⎥
⎦

⎤

⎢
⎢
⎣

⎡
+

⎥
⎥
⎦

⎤

⎢
⎢
⎣

⎡
− +

⎥
⎥
⎦

⎤

⎢
⎢
⎣

⎡
− = ∴∫ ∫ ∫ρ ρ ρ

     P HP R HR H HHX C X C X C+ + ≡ 

(A-31) 
となる。 
 
Rollモーメントは 

dS n xyX X y yX g dS yn p M
HH SS

z P R H z S R∫∫− + − = =) (
2

ρ

                                  (A-32) 
より、前と同様の操作を行うと、 

P
S

R
S

H
S

RX xydxdy g X dxdy y g X ydxdy g M
F F F⎥

⎥
⎦

⎤

⎢
⎢
⎣

⎡
+

⎥
⎥
⎦

⎤

⎢
⎢
⎣

⎡
− +

⎥
⎥
⎦

⎤

⎢
⎢
⎣

⎡
− =∫ ∫ ∫ρ ρ ρ

2

      P RP R RR H RHX C X C X C+ + ≡ 

(A-33) 
 
Pitchモーメントは 

dS n X x xyX xX g dS xn p M
HH SS

z P R H z S P∫∫− + = − =) (
2

ρ

                                  (A-34) 
より、前と同様の操作を行うと、 

P
S

R
S

H
S

PX dxdy x g X xydxdy g X xdxdy g M
F F F⎥

⎥
⎦

⎤

⎢
⎢
⎣

⎡
− +

⎥
⎥
⎦

⎤

⎢
⎢
⎣

⎡
+

⎥
⎥
⎦

⎤

⎢
⎢
⎣

⎡
=∫ ∫ ∫

2
ρ ρ ρ

       P PP R PR H PHX C X C X C+ + ≡ 

(A-35) 

ゆえに RH HRC C=,PH HPC C=,PR RPC C=で 

あることがわかる。 
 

XP

XHx

y

pS

SH

SF

XR
XP

XHx

y

pS

SH

SF

XR

t=0
t

) 4/ exp( ) 2/ (
2 2

R igt R gt Mt ∝

) (t η

t=0
t

) 4/ exp( ) 2/ (
2 2

R igt R gt Mt ∝

) (t η

（20）
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[補-2] 
Method of stationary phase 

∫=
β

α
dttixhtgxf ))(exp()()(           (A-36) 

において、 x は大きな正の実数、 )(th は実変数の 

実関数とする。この積分への寄与は、 )(th が 

stationary すなわち 0)(' =th の近傍からが主要 

であることから、 

)4/)(exp()(
)("

2)( πττ
τ
π iixhg

xh
xf +≈  

(A-37) 

が導かれる。ここで 0)(' =τh 、 0)(" >τh とする。 

（21）
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